
H27.12.15  商工経営支援課 

「仮設店舗現況調査」の結果について 
[平成２７年１０月１日現在] 

 

 東日本大震災で被災した小売，飲食，サービス業等の多くが入居している県内の仮設店舗

と入居者の実態について把握するため，前々回(平成２５年１０月１日現在)及び前回(平成２

６年１０月１日)に引き続き調査を実施し，このほど調査結果をとりまとめました。 

<※本調査における「仮設店舗」の定義> 

  『被災事業者に臨時の店舗（小売，飲食等のサービスを直接提供するための施設）として使用させることを

目的として，調査対象が保有している仮設の建築物』 

 

[調査目的] ①保有状況・撤去時期等の把握 ⇒ 管理・撤去等に伴う課題の把握・解決 

      ②事業者の入退居状況の把握 ⇒ 商業機能回復を図るため事業者の自立を支援 

[調査対象] 仮設店舗を保有する県内の１２市町及び１商工会 

[調査結果]  

（１）仮設店舗保有状況 

▽仮設店舗総数：５２箇所（４９４区画） 

①所有者別       ②所在市町別            ③底地 

■市 町 ５１箇所   ■気仙沼市 １９箇所１８４区画   ■公有地 １６箇所 

■商工会  １箇所   ■南三陸町 １５箇所 ９２区画   ■私有地 ３７箇所 

■石 巻 市  ４箇所 ６１区画  (１箇所は公有地＋私有地) 

■女 川 町  １箇所 ５１区画 

■東松島市  ３箇所  ９区画 

■七ヶ浜町  １箇所  ６区画 

■名 取 市  １箇所 ３１区画 

■亘 理 町  ３箇所 ４３区画 

■山 元 町  ３箇所 １０区画 

■登 米 市  ２箇所  ７区画 

 

※前回調査からの施設数及び区画数の増減 

施設開設 ■気仙沼市  １箇所  ３区画 

       施設閉鎖 ■石巻市   １箇所  ７区画 

■塩竈市   ２箇所 ２５区画 

■多賀城市  １箇所 ２４区画 

 

（２）事業者の入退去状況 

ⅰ全体（商業系以外の事業者を含む） 

▽入居者数：４２２事業者  （退去済：１４８事業者） 

ⅱ商業系 

▽入居者数：３８６事業者  （退去済：１４１事業者※） 

※商業系退去者の退去事由 

▽本設複旧：８６事業者 

（H24 年度９者，H25 年度２０者，H26 年度１０者，H27 年度４７者） 

▽その他（廃業等）：５５事業者 

（H23 年度１者，H24 年度２者，H25 年度１１者，H26 年度２者，H27 年度３９者） 

  

（３）施設閉鎖後の事業継続の意思有無 

有 無 不 明 

２５７者 １２者 １１７者 

※対象は現入居者のみ。 


